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株主の皆様へ 
 

 株主の皆様にはますますご清祥のこととお慶び申し上げま
す。また平素は格別なるご支援ご厚情を賜り、厚く御礼申し
上げます。 
 当社平成16年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日
まで）の報告書をお届けするにあたりまして、一言ご挨拶を
申し上げます。 
 
 当社は、平成14年度からの中期３ヶ年計画で掲げた基本方
針「利益とキャッシュフローの同時追求」に基づき、様々な
経営課題の解消に取り組んでまいりました。 
 製造拠点の見直しなどによる徹底したコストダウンにより
収益力の改善をはかり、また、棚卸資産の圧縮、遊休不動産
の売却などにより、有利子負債の削減にも努め、転換社債型
新株予約権付社債を発行するなど、財務基盤の強化も進めて
まいりました。 
 
 その結果、中期計画の最終年度となります当平成16年度は、
連結売上高1,279億４千９百万円（対前年度比6.1％増)、連結
経常利益は86億４千６百万円（対前年度比126.6％増)、連結
当期純利益は55億２千３百万円（対前年度比537.5％増）とな
り、懸案であった累積損失も全て解消することができました。 
 また、単体の業績も、売上高752億２千１百万円（対前年度
比5.8％増)、経常利益は45億７千万円（対前年度比127.5％
増)、当期純利益は28億１千２百万円（前年度は59億５千７百
万円の損失）となりました。 
 
 以上申し述べましたとおりの業績内容を踏まえ、当期は、
１株につき４円の期末配当を実施させていただくことといた
しました。 
 当社は、これまで平成13年度決算以降３期にわたり配当を
見送らせていただいており、株主の皆様には、多大なご迷惑
をお掛けしてまいりましたが、改めてこの間に賜りましたご
支援ご厚情に対しまして、深く感謝申し上げる次第でござい
ます。 
 役職員一同、今後とも更なる業績の向上に向けて引き続き
努力を重ねてまいりますので、株主の皆様におかれましては、
変わらぬご支援とご指導を賜りますようお願い申し上げます。 
 
 

 平成17年６月 

取 締 役 社 長  中 村 和 之 
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営 業 報 告 書 

(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)
 
1. 営 業 の 概 況 
 (1) 企業集団の営業の経過及び成果 
   当連結会計年度における経済情勢は、上半期におい
ては米国や中国を中心に世界経済が好調に推移したほ
か、デジタル家電ブームなどもあり、景気は回復基調
を維持しました。しかしながら下半期においては、原
油価格の高騰と円高・ドル安に加え、半導体分野での
在庫調整の動きが見られるなど、景気の先行き懸念材
料を残したまま、極めて不透明な状況で推移しました。 
   このような経営環境の下、当社グループは中期経営
計画の最終年度である当連結会計年度において、徹底
したコスト削減と財務体質の改善に努め、目標達成に
向けて諸施策を実施してまいりました。その結果、連
結売上高は1,279億４千９百万円（対前年度比6.1％
増)、連結経常利益は86億４千６百万円（対前年度比
126.6％増）となり、過去最高益を達成することがで
きました。またグループ事業の更なる効率化、最適化
を図るため、その整理に伴う特別損失の発生がありま
したが、連結当期純利益は55億２千３百万円（対前年
度比537.5％増）となりました。 
   つぎに部門別の状況につきましてご報告申し上げま
す。 
  ① 工業用ミシン事業 
    工業用ミシンの重要な生産拠点である中国におき
ましては、金融引締めの影響はありましたものの､ 
クオータ（欧米での繊維輸入数量規制）の撤廃とも
相まって、生産も拡大し、輸出・内需ともに高水準
で推移しました。その結果、工業用ミシン事業全体
の連結売上高は623億４千３百万円（対前年度比
4.6％増）となりました。 

  ② 家庭用ミシン事業 
    海外では、原油価格の高騰などにより米国の景気
減速が懸念されておりますが、積極的な販売展開な
どによりOEM販売では前年度実績を上回る売上高と
なりました。一方国内では、緩やかな景気回復基調
にあると言われながらも、個人消費の動向は依然と
して不透明であり、その結果、家庭用ミシン事業全
体の連結売上高は125億４千５百万円（対前年度比
7.7％減）となりました。 

  ③ 産業機器事業（チップマウンター等） 
    厳しい価格競争はあるものの、新製品の投入やデ
ジタル家電業界を中心とした設備投資などが牽引役
となり、また、欧米での販売も好調に推移いたしま
した結果、産業機器事業全体の連結売上高は225億
６千８百万円（対前年度比28.3％増）となりました。 

  ④ 電子・精密機器事業（金融端末機器・アミューズ
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メント機器等） 
    アミューズメント機器関連は、国内での活発な受
注に支えられ売上高を伸ばしました。その結果、連
結売上高は147億１千２百万円（対前年度比14.5％
増）となりました。 

  ⑤ その他の事業（宝飾品・健康商品等） 
    宝飾品・健康商品等のその他の事業の連結売上高
は157億７千９百万円（対前年度比7.1％減）となり
ました。 

 
 (2) 企業集団の設備投資の状況 
   当連結会計年度においては、建物に14億４千５百万
円、機械装置に10億４千５百万円など総額32億２千１
百万円の設備投資を実施いたしました。 
 
 (3) 企業集団の資金調達の状況 
   当連結会計年度において、当社は発行総額50億円の
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し､ 
全額が転換され15,644千株の新株を発行いたしました。
また、子会社であるジューキ電子工業㈱及び重機精密
㈱は私募債を発行して総額８億円の資金を調達いたし
ました。 
 
 (4) 企業集団の対処すべき課題 
  ① 企業価値の向上 
     当社グループは、優れた製品・サービスの提供
と、品質管理・コンプライアンス体制の一層の強
化を通して、ステークホルダー（利害関係者）に
とっての企業価値向上を実現してまいります。 

  ② 事業規模の拡大 
     積極的な開発投資、設備投資そして人材投資を
通して、成長戦略を実現してまいります。 

  ③ 収益力の強化 
     徹底したコストダウンと生産の効率化を追及し、
生産技術力の向上を実現してまいります。 

  ④ 財務体質の強化 
     株主資本の一層の充実に努め、企業価値の向上
を実現してまいります。 

  ⑤ 人と組織の活性化 
     グループワイドでの人材育成を通して、組織の
活性化を実現してまいります。 

 
   これらの課題に当社グループ一丸となって取り組み、
株主の皆様のご期待にお応えできるよう努めてまいり
ますので、今後ともより一層のご支援とご指導を賜り
ますようお願い申し上げます。 
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 (5) 企業集団及び当社の営業成績及び財産の状況の推移 
  ① 企業集団の営業成績及び財産の状況の推移 
 

区   分 
第 87 期 
平成14年３月期
 

第 88 期 
平成15年３月期
  

第89期 
平成16年３月期
  

第90期 
平成17年３月期 
(当連結会計年度)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 114,197 118,556 120,625 127,949

経 常 利 益 220 2,171 3,815 8,646

当期純損益 289 △ 3,230 866 5,523

円 円 円 円
１株当たり
当期純損益 

2.85 △ 31.91 8.47 51.07

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 155,156 139,011 118,562 115,916

純 資 産 6,741 2,113 3,259 13,566

 
 (注) 1. 当社は、第90期（当連結会計年度）から株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律第19条の２に規定する連結計算書

類を作成しております。 

2. 第88期より１株当たり当期純損益は､「１株当たり当期純利益

に関する会計基準｣（企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

3. 第87期において、IT（情報技術）バブルの崩壊や米国景気の後

退の影響を受けることなどにより、売上高、経常利益とも大幅

に減少しました。 

4. 第88期において、中国・東南アジアでの工業用ミシンの販売が

好調に推移したことにより、売上高、経常利益が増加しました

が、株価の低迷による投資有価証券の売却損及び棚卸資産の処

分損を計上し、当期純損益は損失となりました。 

5. 第89期において、工業用ミシンの販売は低迷しましたが、産業

機器の販売が回復したこともあり、売上高、経常利益とも増加

しました。 

6. 第90期（当連結会計年度）につきましては、前述「(1)企業集

団の営業の経過及び成果」に記載のとおりであります。 

 



〆≠●0 
01_0467001271706.doc 
JUKI㈱様 報告書／事報 05/08/29 18:03印刷 4/9 
 

― 5 ― 

  ② 当社の営業成績及び財産の状況の推移 
 

区   分 
第 87 期 
平成14年３月期
 

第 88 期 
平成15年３月期
  

第89期 
平成16年３月期
  

第90期 
平成17年３月期 
(当期) 

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 67,690 72,438 71,077 75,221

経 常 利 益 920 1,111 2,009 4,570

当期純損益 △ 658 △ 1,210 △ 5,957 2,812

円 円 円 円
１株当たり
当期純損益 

△ 6.49 △ 11.94 △ 58.80 25.90

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 116,861 112,619 91,377 90,262

純 資 産 18,934 18,106 13,546 21,606

 
 (注) 1. 第88期より１株当たり当期純損益は、｢１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準第２号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

2. 第87期において、IT（情報技術）バブルの崩壊や米国景気の後

退の影響を受けることなどにより、売上高､ 経常利益とも大幅

に減少し、当期純損益は損失となりました。 

3. 第88期において、中国・東南アジアでの工業用ミシンの販売が

好調に推移したことにより、売上高、経常利益が増加しました

が、株価の低迷による投資有価証券の売却損及び棚卸資産の処

分損を計上し、当期純損益は損失となりました。 

4. 第89期において、欧米向け工業用ミシン売上が低迷したこと等

で売上高は減少しましたが、コスト削減の効果が出て経常利益

が増加しました。しかしながら、子会社株式評価損等の特別損

失を計上したことにより当期純損益は大幅な損失となりました。 

5. 第90期において、景気回復もあり工業用ミシン、産業機器とも

売上高は順調に推移し、コスト削減の成果と相まって経常利益

及び当期純損益は大幅に増加しました。 
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2. 会 社 の 概 況（平成17年３月31日現在） 
 (1) 企業集団の主要な事業内容 
 
事業セグメント 事 業 内 容 

工業用ミシン事業 工業用ミシンの製造・販売 

家庭用ミシン事業 家庭用ミシンの製造・販売 

産 業 機 器 事 業 チップマウンターの製造・販売 

電子・精密機器事業 
金融端末機器・アミューズメント機器等の製

造・販売 

そ の 他 宝飾品・健康商品等の販売 

 
 (2) 企業集団の主要拠点等 
 

会社名 事業所名 （所在地） 

本社 （東京都） 
Ｊ Ｕ Ｋ Ｉ 株 式 会 社 

大田原工場 （栃木県） 

ジ ュ ー キ 電 子 工 業 ㈱ 本社工場 （秋田県） 

㈱ 中 島 製 作 所 本社工場 （島根県） 

㈱ ジ ュ ー キ 広 島 製 作 所 本社工場 （広島県） 

重機（上海）工業有限公司 本社工場 （中国、上海市） 

新 興 重 機 工 業 有 限 公 司 本社工場 （中国、河北省） 

ジ ュ ー キ 香 港 ㈱ 本社 （香港） 

ジューキ・シンガポール㈱ 本社 （シンガポール） 

 
 
 (3) 株 式 の 状 況 
  ① 会社が発行する株式の総数 400,000,000株
  ② 発行済株式の総数 117,020,771株
  ③ 株 主 数 13,002名
  ④ 当期中の発行済株式の総数の増加 15,644,781株
 
(注) 平成 16 年８月 26 日に発行した第１回無担保転換社債型新株
予約権付社債の新株予約権行使による増加であります。 

      新株予約権付社債発行額 5,000,000,000円
      当社普通株式への転換額 5,000,000,000円
      決算期末日社債残額 0円
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 (4) 大株主の状況 
 

当 社への出資状況 当社の大株主への出資状況

株   主   名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 出資比率

 千株 ％ 千株 ％

日本トラスティ・サービス
信 託銀行株式会社

 

8,104 6.9 ― ―

株式会社 みずほ銀行 4,690 4.0 ― ―

日本生命保険相互会社 4,306 3.7 ― ―

朝日生命保険相互会社 3,556 3.0 ― ―

ザ チ ェ ー ス
マンハッタンバンク
エヌエイ ロンドン

3,203 2.7 ― ―

日本証券金融株式会社 2,729 2.3 ― ―

メロンバンク エヌエー  
アズ エージェント フォー 
イッツ クライアント メロ
ン オムニバス ユーエス 
ペ ン シ ョ ン

2,622 2.2 ― ―

 
 (注) 1. 上記株主の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおり

であります。 
 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 6,560千株
    2. 当社は株式会社みずほ銀行への出資はありませんが、同行の親

会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの普通株式
を1,038株保有しております。 

 

 (5) 自己株式の取得、処分等及び保有の状況 
  ① 取得した株式 
      普通株式 30,392株 
      取得価額の総額 10百万円
  ② 処分した株式 
      普通株式 1,763株 
      処分価額の総額 0百万円
  ③ 決算期末において保有する株式 
      普通株式 94,786株 
 
 (6) 従業員の状況 
  ① 企業集団の従業員数 
 
事業セグメント 従 業 員 数 

工業用ミシン事業 3,763名 

家庭用ミシン事業 919名 

産 業 機 器 事 業 496名 

電子・精密機器事業 303名 

そ の 他 874名 

全 社 （ 共 通 ） 204名 

合 計 6,559名 
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  ② 当社の従業員数 
 
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

1,263名 △ 43名 43.9歳 20.3年 

 
 (注) 上記従業員数にはパートタイマー、アルバイト及び一般家庭用商

品の直営販売店で勤務している営業社員1,083名（前期末1,117

名）は含んでおりません。 

 

 (7) 企業結合の状況 
  ① 重要な子法人等の状況 
 

議決権比率
会 社 名 資 本 金

直 接
所 有
間 接
所 有

主要な事業内容 

 百万円 ％ ％

㈱ 中 島 製 作 所 400 83.8 ―
工業用ミシン及び同部
品の製造販売 

ジューキ電子工業㈱ 300 100.0 ―
産業用製造装置等の製
造販売 

重 機 精 密 ㈱ 95 100.0 ―
アミューズメント機器
等の製造販売 

㈱ジューキ広島製作所 300 100.0 ―
家庭用ミシン等の製造
販売 

J U K I 販 売 ㈱ 86 100.0 ―
日本国内の工業用ミシ
ン・アパレルシステム
機器の販売 

HK$
ジ ュ ー キ 香 港 ㈱

148,655千 100.0 ―

中国、東アジア地区の
工業用ミシン・アパレ
ルシステム機器の販売

EUR
ジューキ・ヨーロピアン
ホ ー ル デ ィ ン グ ㈱ 18千 100.0 ―

欧州地区の工業用ミシ
ン・アパレルシステム
機器の販売 

US$
ジューキ・ユニオン
ス ペ シ ャ ル ㈱ 26,346千 100.0 ―

米州地区の工業用ミシ
ン・アパレルシステム
機器の販売 

元
重機（上海）産品服務
有 限 公 司 8,277千 ― 100.0

中国地区の工業用ミシ
ン・アパレルシステム
機器の販売 

S$
ジ ュ ー キ ・
シ ン ガ ポ ー ル ㈱ 13,000千 100.0 ―

東南アジア地区の工業
用ミシン・アパレルシ
ステム機器の販売 

元
新興重機工業有限公司

160,000千 ― 89.9
工業用ミシンの製造販売

 
  ② 企業結合の経過 
     重要な異動はありません。 
 
  ③ 企業結合の成果 
     当期の連結売上高は1,279億４千９百万円（前

連結会計年度比6.1％増)、連結経常利益86億４千
６百万円 (前連結会計年度比126.6％増)、連結当
期純利益は55億２千３百万円（前連結会計年度比
537.5％増）となりました。 
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 (8) 主要な借入先の状況 
 

借入先が所有する当社の株式
借  入  先 借 入 金 残 高

持 株 数 議決権比率

   百万円 千株 ％

株式会社 み ず ほ 銀 行 16,482 4,690 4.0

みずほ信託銀行株式会社 4,168 2,450 2.1

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,400 ― ―

株式会社 東 京 三 菱 銀 行 2,686 ― ―

株式会社 広 島 銀 行 2,666 369 0.3

株式会社 あ お ぞ ら 銀 行 2,550 ― ―

中央三井信託銀行株式会社 2,334 ― ―

株式会社 り そ な 銀 行 2,264 ― ―

 
 (9) 取締役及び監査役 
 
氏    名 会社における地位及び担当又は主な職業 

山 岡 建 夫 取締役会長 (代表取締役)  

中 村 和 之 取締役社長 (代表取締役）  
鈴 木 惠 喜 
 
 

専務取締役
 
 

CFO(最高財務責任者)兼
CAO(最高管理責任者)兼
CIO(最高情報責任者) 

 

三 宅 智 久 
 

常務取締役
 

CTO(最高技術責任者)兼
CQO(最高品質責任者) 

 

河 野 広 志 常務取締役 工業用ミシン事業部長 重機（中国）投
資有限公司董事
長 

藤 田 正 邦 取 締 役 人事本部長  
河 村 真 也 常勤監査役   
田 畑  寛 常勤監査役   
栗 田 盛 而 
 
 
 

監 査 役
 
 
 

 

弁護士 
㈱京三製作所監
査役 
 

渡 辺 雅 曠 
 
 

監 査 役
 
 

 
㈱みずほトラス
トシステムズ 
取締役社長 

 
 (注) 1. 当営業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりでありま

す。 
      就任：常務取締役 河野 広志氏並びに監査役 渡辺 雅曠氏は、

平成16年６月29日開催の第89回定時株主総会において新
たに選任され就任いたしました。 

退任：監査役 知久 富男氏は、平成16年６月29日開催の第89
回定時株主総会終結のときをもって退任いたしました。 

    2. 監査役 栗田盛而氏並びに渡辺 雅曠氏は、株式会社の監査等
に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監
査役であります。 
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 ＜執行役員＞ 
当社では執行役員制度を導入しております。執行役員は全取締
役が兼務するほか、専任の執行役員は次のとおりであります。 

 
氏  名 会社における地位及び担当又は主な職業 

佐々木   正 常務執行役員 家庭製品事業部長 ジューキリビン
グクラブ㈱代表
取締役社長 
ジューキジュエ
リー㈱代表取締
役社長 

仲 野 敏 一 上席執行役員  ジューキ電子工
業㈱代表取締役
社長 
ジューキ吉野工
業㈱代表取締役
社長 
秋田精密㈱代表
取締役社長 

吉 田  勉 執 行 役 員  重機（中国）投
資有限公司副董
事長 
東京重機国際貿
易（上海）有限
公司副董事長 

水 野  孝 執 行 役 員 CPO（最高生産責任者）兼
生産本部長 

 

永 嶋 弘 和 執 行 役 員 産業装置事業部長 東京重機国際貿
易（上海）有限
公司董事長 

小 野 晴 信 執 行 役 員 工業用ミシン事業部
副事業部長兼営業本
部長 

 

石 坂 政 博 執 行 役 員 工業用ミシン事業部
生産・物流管理部長

 

 

 (10) 会計監査人に対する報酬等の額 
  ① 当社及び当社の子法人等が会計監査人に支払うべ
    き報酬等の合計額 40百万円
 
  ② 上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和23年
法律第103号）第２条第１項の業務（監査証明業
務）の対価として当社及び当社の子法人等が会計

    監査人に支払うべき報酬等の合計額 31百万円
 
  ③ 上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払
    うべき会計監査人としての報酬等の額 31百万円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に
基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分
しておらず、実質的にも区分できないため、③の金額にはこ
れらの合計額を記載しております。 

 
3. 決算期後に生じた企業集団の状況に関する重要な事実 
   該当事項はありません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成17年３月31日現在) 
（単位：百万円)  

資 産 の 部 負 債 の 部 

 
流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

予 約 前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

 

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

68,746

16,827

40,477

4,541

1,171

1,548

504

1,572

2,102

33,127

1,300

25,099

6,067

291

368

負 債 合 計 101,873

少 数 株 主 持 分 

少 数 株 主 持 分 476

資 本 の 部 

 
資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株式等評価差額金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

12,441

5,508

183

594

△ 5,133

△  28

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

 

無形固定資産 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

79,233

11,738

24,131

49

38,473

2,577

4,782

△ 2,520

36,682

22,390

9,608

4,482

2,187

5,939

173

2,683

11,608

5,878

1,515

504

2,557

2,180

△ 1,026 資 本 合 計 13,566

資 産 合 計 115,916 負債、少数株主持分及び資本合計 115,916

 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
  

(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 
（単位：百万円)  

(経 常 損 益 の 部)   
営 業 損 益 の 部   
売 上 高  127,949 
売 上 原 価 83,140  
販売費及び一般管理費 34,367 117,507 

営 業 利 益  10,441 
営 業 外 損 益 の 部   
営 業 外 収 益   
受 取 利 息 150  
受 取 配 当 金 78  
受 取 手 数 料 253  
受 取 地 代 家 賃 103  
そ の 他 849 1,435 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 1,930  
手 形 売 却 損 213  
割 賦 債 権 割 引 料 756  
為 替 差 損 8  
そ の 他 322 3,231 

経 常 利 益  8,646 
(特 別 損 益 の 部)   
特 別 利 益   
固 定 資 産 売 却 益 139  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 8  
補 助 金 収 入 162  
そ の 他 24 335 

特 別 損 失   
固定資産売却及び除却損 167  
投 資有価証券評価損 366  
事 業 整 理 損 1,194  
そ の 他 178 1,907 

税金等調整前当期純利益  7,073 
法人税、住民税及び事業税 2,133  
法 人 税 等 調 整 額 △  657 1,476 

少 数 株 主 利 益  73 

当 期 純 利 益  5,523 
 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 
1. 連結の範囲等に関する事項 
 (1) 連結子法人等の数  47社 
   連結子法人等はジューキ・シンガポール㈱、ジュー
キ香港㈱、ジューキ電子工業㈱、ジューキ・ユニオン
スペシャル㈱、ユニオンスペシャル㈱、ジューキ・ヨ
ーロッパ㈲他41社であります。 
   なお、上海甲田精密機械有限公司は重要性が増した
ことにより、JUKIヒューマンサポート㈱は新規設立に
より、当期より連結の範囲に含めております。また、
従来連結子法人等であったジューキエンジニアリング
㈱は連結子法人等である㈱JUKIファシリティサービス
との合併により、ユニオンスペシャルベネルクス㈱は
清算結了したことにより､ 連結の範囲から除外してお
ります。 
 (2) 主要な非連結子法人等 
   非連結子法人等８社は、全体として企業集団の財政
状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げないた
め、連結の範囲に含めておりません。 
 
2. 持分法の適用に関する事項 
 非連結子法人等８社及び㈱ニッセン他３社の関連会社
は、全体として企業集団の財政状態及び経営成績に関す
る合理的な判断を妨げないため、持分法の適用範囲に含
めておりません。 
 
3. 連結子法人等の決算日等に関する事項 
 ジューキ・ユニオンスペシャル㈱、ジューキ香港㈱、
ジューキ・ヨーロッパ㈲、ジューキ・シンガポール㈱、
ユニオンスペシャル㈱他24社の決算日は12月31日であり､ 
連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な
調整を行っております。上記以外の連結子法人等の決算
日は連結決算日と同一であります。 
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4. 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券 
    その他有価証券（時価のあるもの) …連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定して
おります｡） 

    その他有価証券（時価のないもの) …移動平均法による原価法
  ② デリバティブ 
     時価法 
  ③ 棚卸資産 
     商品………………………当社及び国内連結子法

人等は総平均法による
原価法又は先入先出法
による原価法、在外連
結子法人等は個別法に
よる原価法又は先入先
出法による低価法 

     製品・仕掛品……………主として総平均法によ
る原価法 

     原材料・貯蔵品…………主として最終仕入原価
法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 
     当社及び国内連結子法人等は定率法によってお
ります。但し、平成10年４月１日以降に取得した
建物（建物付属設備は除く）については定額法に
よっております。在外連結子法人等は主として定
額法によっております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     建 物 及 び 構 築 物 ５～50年 
     機械装置及び運搬具 ２～12年 
     工 具 器 具 備 品 ２～15年 
  ② 無形固定資産 
     当社及び国内連結子法人等は定額法によってお
ります。なお、機器と一体となって販売されるソ
フトウェアは有効期間（３～５年）に基づく毎期
均等額以上、自社利用のソフトウェアは利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。
在外連結子法人等は定額法によっております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
     当社及び国内連結子法人等は債権の回収不能に
よる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額
を計上しております。在外連結子法人等は貸倒見
積額を計上しております。 

  ② 賞与引当金 
     当社及び国内連結子法人等は従業員の賞与の支
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給に備えるため､ 将来の支給見込額を計上してお
ります。なお在外連結子法人等については当該事
項はありません。 

  ③ 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当社及び主要
な国内連結子法人等は当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。 

     一部の在外連結子法人等は主として会計年度末
における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。 

     なお、当社及び国内連結子法人等の会計基準変
更時差異については、10年による按分額を費用処
理しております。数理計算上の差異は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま
す。過去勤務債務については、発生時に一括償却
しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 
     役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及
び連結子法人等４社は、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の
基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外連結子法人等の資産及び負債は､ 
連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差
額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整
勘定に含めております。 
 (5) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 
 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっております。 
     なお、為替予約については振当処理の要件を満
たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例
処理を行っております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段  ヘッジ対象 
金利スワップ 長期借入金 
為替予約  外貨建債権 

  ③ ヘッジ方針 
     当社財務企画部の管理のもとに債権債務内での
取引に限定し、将来の金利変動及び為替変動のリ
スク回避のためのヘッジを目的としております。 
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  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ開始時点で金利変動または為替変動の相
殺の有効性を評価し、その後ヘッジ期間を通じて
当初決めた有効性の評価方法を用いて、決算日毎
に高い有効性が保たれていることを確かめており
ます。ただし、特例処理によっている金利スワッ
プについては有効性の評価を省略しております。 

 (7) 消費税等の会計処理 
   税抜方式を採用しております。 
 
5. 連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 
 連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面
時価評価法によっております。 
 
6. 連結調整勘定の償却の方法及び期間 
 連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を
しております。 
 
連結貸借対照表の注記 

 
1. 担保に供している資産 
 建物及び構築物 5,863百万円
 機械装置及び運搬具 1,649 
 土 地 4,123 
 無 形 固 定 資 産 213 
 投 資 有 価 証 券 2,494 
 計 14,344 
 
2. 保証債務残高 550百万円
 
3. 受取手形割引高 2,669百万円
 
4. 有形固定資産減価償却累計額 47,225百万円
 
連結損益計算書の注記 

 
1. １株当たり当期純利益 51円07銭
 
2. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
 4,849百万円
 
3. 特別損失に計上した事業整理損は、事業の整理に伴い
発生した損失（棚卸資産評価損等）であります。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

 
平成17年５月20日

 
J U K I 株 式 会 社
 
取 締 役 会  御 中
 

監 査 法 人 ト ー マ ツ
 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 岡 雅 信㊞

 
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 海老原 一 郎㊞

 
 当監査法人は､「株式会社の監査等に関する商法の特例に関
する法律」第19条の２第３項の規定に基づき、JUKI株式会社
の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第90期営業年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表及び連結損益計
算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている｡ 監査は、試査を基礎として行
われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算
書類の表示を検討することを含んでいる｡当監査法人は、監査
の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。なお、この監査は、当監査法人が必要と認めて実施した
子会社に対する監査手続を含んでいる。 
 
 監査の結果、当監査法人は、上記の連結計算書類が、法令及
び定款に従いJUKI株式会社及びその連結子法人等から成る企業
集団の財産及び損益の状況を正しく示しているものと認める。
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士
法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
  
連結計算書類に係る監査報告書 

  
 

 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日

までの第90期営業年度の連結計算書類（連結貸借対照表及

び連結損益計算書）に関して各監査役から監査の方法及び

結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役の監査の方法の概要 

  各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分

担等に従い、連結計算書類について取締役、内部監査部

門等及び会計監査人から報告及び説明を受け、監査いた

しました。 

 

2. 監査の結果 

  会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は

相当であると認めます。 

 

   平成17年５月24日 

 
J U K I 株 式 会 社 監査役会

 
常勤監査役 河 村 真 也 ㊞
  

常勤監査役 田 畑   寛 ㊞
  

監 査 役 栗 田 盛 而 ㊞
  

監 査 役 渡 辺 雅 曠 ㊞
 

 (注) 監査役栗田盛而及び監査役渡辺雅曠は、株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項

に定める社外監査役であります。 
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貸 借 対 照 表 
 

 (平成17年３月31日現在) (単位：百万円)
 
資  産  の  部 負  債  の  部 

 
流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

未 払 功 労 金

 
44,851

7,135

5,386

25,927

238

2,446

336

1,804

758

818

23,804

19,292

4,049

256

12

192

負 債 合 計 68,656

資  本  の  部 
 

資 本 金 

資 本 金

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

資本準備金減少差益

自己株式処分差益

利 益 剰 余 金 

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

株式等評価差額金 

自 己 株 式 

 
12,441

12,441

5,508

4,985

523

523

0

3,112

300

300

2,812

572

△   28

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 ・ 製 品

仕 掛 品

原材料・貯蔵品

未 収 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 輛 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

子会社株式・出資金

長 期 貸 付 金

長期滞留債権等

敷 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資損失引当金

 
40,761

935

14,339

10,450

49

8,586

1,681

209

1,279

56

1,545

2,162

△  534

49,500

7,334

2,647

191

665

3

1,115

2,608

103

1,459

69

1,303

86

40,705

5,263

28,475

6,295

53

517

392

1,643

2,383

164

△  579

△ 3,902 資 本 合 計 21,606

資 産 合 計 90,262 負債及び資本合計 90,262
 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

 (平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) (単位：百万円)
 
(経 常 損 益 の 部) 

営 業 損 益 の 部 

売 上 高 75,221

売 上 原 価 50,130

販売費及び一般管理費 21,771 71,902

営 業 利 益 3,319

営 業 外 損 益 の 部 

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 1,696

受 取 手 数 料 1,581

受 取 地 代 家 賃 62

そ の 他 537 3,878

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,501

割 賦 債 権 割 引 料 756

そ の 他 368 2,626

経 常 利 益 4,570

(特 別 損 益 の 部) 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 63

貸 倒引当金戻入益 277 341

特 別 損 失 

固定資産売却及び除却損 63

子会社株式・出資金評価損 497

子 会 社債権放棄損 1,013

投資有価証券評価損 346

そ の 他 132 2,055

税引前当期純利益 2,856

法人税、住民税及び事業税 238

法 人 税 等 調 整 額 △  193 44

当 期 純 利 益 2,812

前 期 繰 越 利 益 ―

当 期 未 処 分 利 益 2,812
 
 (注) 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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1. 重要な会計方針の注記 
 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
    子会社及び関連会社株式…移動平均法による原価法
    その他有価証券（時価のあるもの) …期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法によ
り算定しております｡)

    その他有価証券（時価のないもの) …移動平均法による原価法
 (2) デリバティブの評価基準 
    時価法 
 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
    商品・製品、仕掛品………総平均法による原価法 
    原材料・貯蔵品……………最終仕入原価法 
 (4) 固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 
     定率法により償却しております。但し、平成10

年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除
く）については定額法によっております。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     建 物 及 び 構 築 物 ５～50年 
     機械装置及び車輌運搬具 ２～12年 
     工 具 器 具 備 品 ２～15年 
  ② 無形固定資産及び長期前払費用 
     定額法により償却しております。なお、機器と

一体となって販売されるソフトウェアは有効期間 
(５年）に基づく毎期均等額以上、自社利用のソ
フトウェアは利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。 

 (5) 繰延資産の処理方法 
社債発行費及び新株発行費については、支出時に
全額費用として処理しております。 

 (6) 引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
     債権の回収不能による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
した回収不能見込額を計上しております。 

  ② 投資損失引当金 
     子会社に対する投資の損失に備えるため、財政
状態等を勘案し、必要と認めた額を計上しており
ます。 

  ③ 賞与引当金 
     従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給

見込額を計上しております。 
  ④ 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。 

     なお、会計基準変更時差異については、10年に
よる按分額を費用処理しております。数理計算上
の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
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間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理し
ております。過去勤務債務については、発生時に
一括償却しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 
     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当期末要支給額を計上しております。 
     なお、役員退職慰労引当金は、商法施行規則第

43条に規定する引当金であります。 
 (7) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
    外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。 

 (8) リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

 (9) ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理によっております。 
     なお、為替予約については振当処理の要件を満
たしている場合は振当処理を、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たしている場合は特例
処理を行っております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段  ヘッジ対象 
金利スワップ 長期借入金 
為替予約  外貨建債権 

  ③ ヘッジ方針 
     債権債務内での取引に限定し、将来の金利変動
及び為替変動のリスク回避のためのヘッジを目的
としております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ開始時点で金利変動または為替変動の相
殺の有効性を評価し、その後ヘッジ期間を通じて
当初決めた有効性の評価方法を用いて、決算日毎
に高い有効性が保たれていることを確かめており
ます。但し、特例処理によっている金利スワップ
については有効性の評価を省略しております。 

(10) 消費税等の会計処理 
    税抜方式を採用しております。 
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2. 貸借対照表の注記 
 (1) 子会社に対する金銭債権・債務 
短 期 金 銭 債 権 20,982百万円
短 期 金 銭 債 務 10,945百万円
長 期 金 銭 債 権 8,677百万円

 (2) 担保に供している資産 
 工 場 財 団 2,048百万円
 その他の土地・建物 1,170百万円
 投 資 有 価 証 券 2,494百万円
 (3) 保証債務残高 6,893百万円
 (4) 受取手形割引高 9百万円
 (5) 有形固定資産の減価償却累計額 25,400百万円
 (6) 貸借対照表に計上した固定資産のほかリース契約に
より使用している重要な固定資産として、ミシン製
造設備一式等があります。 

 (7) 配当制限 
   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は572百万円
であります。 

 
3. 損益計算書の注記 
 (1) 子会社との取引高は次のとおりであります。 
   売    上    高 36,201百万円
   仕    入    高 35,225百万円
   外 注 加 工 費 2,527百万円
   営業取引以外の取引高 11,499百万円
 (2) １株当たり当期純利益 25円90銭
 (3) 研究開発費の総額 
   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
 4,410百万円
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4. 税効果関係の注記 
 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
・流動の部 繰延税金資産 
 賞与引当金 308百万円
 貸倒引当金 72 
 棚卸資産処分損 191 
 外国税額控除繰越額 881 
 未払事業税 67 
 その他 39 
  計 1,561 
 評価性引当額 △ 15 
 繰延税金資産計 1,545百万円

  
・固定の部 繰延税金資産 
 退職給付引当金 1,648百万円
 投資損失引当金 1,587 
 貸倒引当金 341 
 投資有価証券評価損 141 
 役員退職慰労引当金 104 
 子会社株式･出資金評価損 948 
 その他 148 
 計 4,920 
 評価性引当額 △2,883 
  繰延税金資産計 2,037 
   
  繰延税金負債  
 株式等評価差額金 △393 
 繰延税金負債計 △393 
  
 繰延税金資産の純額 1,643百万円

 
 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別内訳 
 法定実効税率 40.7％
 (調整) 
  交際費等永久に損金算入されない項目 0.4 
  住民税均等割 4.0 
  評価性引当額の増減 △28.9 
  税額控除繰越額 △ 8.5 
  過年度法人税等戻入額 △ 3.5 
  その他 △ 2.6 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.6％
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5. 退職給付会計関係の注記 
 (1) 採用している退職給付制度 
   当社は、適格退職年金制度を設けております。但し、
従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合が
あります。 

   なお、退職一時金制度については、平成８年に適格
退職年金制度へ移行しております。 

 
 (2) 退職給付債務に関する事項 
退職給付債務 △9,702百万円
年金資産 1,367 
未積立退職給付債務 △8,334 
会計基準変更時差異の未処理額 2,631 
未認識数理計算上の差異 1,653 
退職給付引当金 △4,049百万円

 
    (注) 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。 
 
 (3) 退職給付費用に関する事項 
勤務費用(注) 481百万円
利息費用 196 
期待運用収益 △29 
会計基準変更時差異の費用処理額 526 
数理計算上の差異の費用処理額 254 
退職給付費用 1,429百万円

 
    (注) 当社からの出向者について、その退職給付に係る

費用を出向先へ請求している場合はその金額を控
除しております。 

 (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
割引率 2.0％ 
期待運用収益率 2.5％ 
数理計算上の差異の処理年数 10年 
 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、翌期から費用処理する
こととしております｡) 
会計基準変更時差異の処理年数 10年 
過去勤務債務の額の処理年数 発生時の一括償却
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利  益  処  分 
 

(単位：円) 
 
( 当 期未処分利益の処分 ) 

当 期 未 処 分 利 益 2,812,317,166

これを次のとおり処分いたします｡

株 主 配 当 金 467,703,940

( １ 株 に つ き ４ 円 ) 

役 員 賞 与 金 36,000,000

( う ち 監 査 役 分 ) (5,000,000)

次 期 繰 越 利 益 2,308,613,226

 

(その他資本剰余金の処分) 

そ の 他 資 本 剰 余 金 523,635,475

資 本 準 備 金 減 少 差 益 523,457,118

自 己 株 式 処 分 差 益 178,357

これを次のとおり処分いたします。

その他資本剰余金繰越高 523,635,475

資 本 準 備 金 減 少 差 益 523,457,118

自 己 株 式 処 分 差 益 178,357
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

 
平成17年５月20日

 
J U K I 株 式 会 社
 
取 締 役 会  御 中
 

監 査 法 人 ト ー マ ツ
 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 岡 雅 信㊞

 
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 海老原 一 郎㊞

 
 当監査法人は､「株式会社の監査等に関する商法の特例に関
する法律」第２条第１項の規定に基づき、JUKI株式会社の平
成16年４月１日から平成17年３月31日までの第90期営業年度の
計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営業報告書 
(会計に関する部分に限る｡）及び利益処分案並びに附属明細書 
(会計に関する部分に限る｡）について監査を行った。なお、営
業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関す
る部分は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項の
うち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書類及
び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は
独立の立場から計算書類及び附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に計算書類及び附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている｡ 監査は、試査を基
礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として
の計算書類及び附属明細書の表示を検討することを含んでいる｡
当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基
礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が必
要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。 
 
 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである｡ 
(1) 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社
の財産及び損益の状況を正しく示しているものと認める。 
(2) 営業報告書（会計に関する部分に限る｡）は、法令及び定
款に従い会社の状況を正しく示しているものと認める。 
(3) 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認め
る。 
(4) 附属明細書（会計に関する部分に限る｡）について､ 商法
の規定により指摘すべき事項はない。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士
法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
  

監 査 報 告 書 
  

 当監査役会は、平成16年４月１日から平成17年３月31日
までの第90期営業年度の取締役の職務の執行に関して各監
査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本
監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。 
 
1. 監査役の監査の方法の概要 
  各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分
担等に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほ
か、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決済書類
等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況（法令等遵守体制及びリスク管理体制等の内部統制
にかかる体制全般を含む）を調査しました。子会社の営業
の状況については、親子会社の合同会議に出席するほ
か、重要な子会社等については、業務及び財産の状況の
報告を受けました。また、会計監査人から報告及び説明
を受け、計算書類及び附属明細書につき検討を加えまし
た。 
  取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、
会社が行った無償の利益供与、子会社または株主との通
例的でない取引並びに自己株式の取得及び処分等に関し
ては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等
から報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査いたしま
した。 
 
2. 監査の結果 
 (1) 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果
は相当であると認めます。 

 (2) 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。 

 (3) 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の
事情に照らし指摘すべき事項は認められません。 

 (4) 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示してお
り、指摘すべき事項は認められません。 

 (5) 取締役の職務遂行に関する不正の行為または法令も
しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反
取引、会社が行った無償の利益供与、子会社または株
主との通例的でない取引並びに自己株式の取得及び処
分等についても取締役の義務違反は認められません。

 (6) 子会社の営業等について指摘すべき事項は認められま
せん。 

 
   平成17年５月24日 
 

J U K I 株 式 会 社 監査役会
 

常勤監査役 河 村 真 也 ㊞
  

常勤監査役 田 畑   寛 ㊞
  

監 査 役 栗 田 盛 而 ㊞
  

監 査 役 渡 辺 雅 曠 ㊞
 
 (注) 監査役栗田盛而並びに監査役渡辺雅曠は、株式会社
の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１
項に定める社外監査役であります。 

  
以 上 
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